
目黒本町五丁目24番地区防災街区整備事業組合

目黒本町五丁目24番地区防災街区整備事業

竣工写真／平成28年10月撮影

■事業の経緯
補助46号線沿道ブロック別共同建替え
勉強会
都市計画道路補助第46号線事業認可
目黒本町五丁目地区地区計画 決定
補助46号線沿道ブロック別共同建替え
勉強会
24番街区共同建替え懇談会・検討会
（～3月）
目黒本町五丁目24番地区防災街区整備
事業準備組合設立
目黒区長へ｢まちづくり提案書｣を提出
特定防災街区整備地区及び
目黒本町五丁目24番地区防災街区
整備事業の都市計画決定
特定業務代行者及び参加組合員
（山田建設㈱）選定
目黒本町五丁目24番地区
防災街区整備事業組合設立
権利変換計画認可
権利変換期日（7/31）
防災施設建築物工事着工
防災施設建築物工事完了公告
組合解散認可（予定）

平成21年

平成22年

平成23年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年
平成28年度中
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10月

目黒本町五丁目24番地区防災街区整備事業
目黒本町五丁目24番地区防災街区整備事業組合
東京都目黒区目黒本町五丁目24番地内
約590㎡
19名（従前：共有者含む）

事業名称
施 行  者
所 在 地
地区面積
地権者数

■事業関係者

株式会社GMK

ISパートナーズ会計事務所
小川登記総合事務所グループ

株式会社東京ソイルリサーチ

株式会社鈴木綜合鑑定
株式会社日野
株式会社響和

山田建設株式会社

事業コンサルタント
資金計画
権利変換計画
設計・工事監理

税　務
登　記

地盤調査
土壌汚染調査

鑑　定
測　量
補　償

参加組合員
工事施工
（特定業務代行者）

■お問い合わせ先

目黒本町五丁目24番地区防災街区整備事業組合
〈事務局：株式会社ＧＭＫ〉
〒108-0071　東京都港区白金台五丁目5番16号
TEL：03-5422-8940  　FAX：03-5422-8941

目黒区 都市整備部 都市整備課 住環境整備係
〒153-8573　東京都目黒区上目黒二丁目19番15号
TEL：03-5722-9657  　FAX：03-5722-9239

事業概要6

H20

共同建替え勉強会
（ブロック別勉強会）

共同建替え
勉強会

都市計画決定に
向けた諸活動 防災街区整備事業の推進

東京都：街路整備事業

事業認可

竣工
準備組合設立 都市計画決定 組合設立

認可
権利変換
計画認可

目黒区：沿道まちづくり

補償提示

46号線
街路事業

46号線
沿道まちづくり

【24番地区】
防災街区整備事業

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

平成28年10月作成

■事業概要
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目黒本町五丁目地区
地区計画の区域

目黒本町五丁目24番地区
防災街区整備事業

目黒本町五丁目地区



24番地区の現状と整備方針3
老朽建物の共同建
替えによる不燃化・
耐震化

住み続けることが
できるまちづくり

延焼遮断帯の形成に
よる安全な避難路の
確保

狭小宅地の集約、
道路幅員及び壁面後退
による狭隘道路の解消

道路整備と
一体となった
沿道共同化事業

出典：「住宅市街地整備ハンドブック」　発行：公益社団法人全国市街地再開発協会

■現状と課題
目黒本町五丁目24番地区は、防災上問
題のある昭和56年以前に建築された
（いわゆる旧耐震基準の）老朽木造建築
物が多く、さらに幅2ｍ以下の狭隘道路
があり、広域避難場所までの安全な避難
路が確保されておらず、防火・防災上、
非常に危険性が高い状況でした。

○

■防災街区整備事業による効果

■都市計画の内容

■防災街区整備事業とは

老朽木造建築物の建替え更新による不燃化・耐震化
密集した老朽木造建築物などの耐火建築物への共同建
替えにより、建築物の不燃化・耐震化を進め、市街地の
防災性が早期に高められます。

①

延焼遮断帯の形成により安全な避難路が確保
広域避難場所への避難路となる補助46号線の沿道に、
一定の高さ(最低限度7ｍ）を備えた防火性の高い一体
的な耐火建築物が建設されることにより、不燃化促進区
域の沿道30ｍの区域内に延焼遮断帯を形成する足掛
かりとなります。

② 

狭小宅地の集約と住環境改善への貢献
建物の共同化により土地の細分化が解消され、道路拡幅及び壁面後退(植栽帯の整備)により安全性の向上、住
環境の改善に貢献します。

「密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律」に基づく事業であり、密集市街地の防災機能の確
保と土地の合理的かつ健全な利用を図るため、従前の土地・建物を共同化による建築物の床へ権利変換する
ことを基本としつつ、場合によっては、土地から土地への権利変換も可能とする柔軟な手法を用いて、老朽化し
た建築物を除去し、防災機能を備えた建築物および公共施設の整備を行う事業です。

③ 

■整備方針
当地区の権利者は、街路整備事業により
他地域に移転することのない生活再建を
望む意向が強かったため、共同化による
面整備により、この地域に住み続けるこ
とができる街づくりを目指しました。 

○

面整備手法として、土地を一体的・合理
的に利用し、防災性の高い共同建替え
による建物を建設することで当地区の
防災上、住環境上の課題を解決できる
「防災街区整備事業」を選択しました。 

○

土地が細分化されている等により土地
利用が不健全であることに加え、日照、
通風を十分に確保できずに住環境上の
課題も抱えていました。

○

また、権利関係が複雑なことや、居住者
は高齢者が多く、建替えにおける費用負
担の不安等によって、建替えが進んでい
ない状況でした。

○

このような状況下、「都市計画道路補助
46号線街路事業」が平成19年度に認可
されましたが、収用により狭小残地とな
るために建替えが困難な権利者が多い
中、住み続けながら防災性を向上させる
ことが課題となっていました。

○

地区全景

補助46号線沿道の状況

地区北側の状況 地区西側区道の状況

整備前の補助46号線

地区北側私道の状況

東京都市計画特定防災街区整備地区　目黒本町五丁目24番地区
位　　　　　　　　置 目黒本町五丁目24番の一部
面　　　　　　　　積

面　　　　　　　　積

公 共 施 設

防 災 施 設 建 築 物 の
整 備に関する計 画

約0.1ha

約0.1ha
区画街路A号［幅員2.0m（4.0m）延長約16.0m］

構造 ： 鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造等による耐火建築物とする
高さ ： 7m以上、25m以下
配列 ： 建築物の壁面又はこれに代わる柱の面から、
区画街路A号及びB号の道路境界線までの距離は0.5m以上とする

区画街路B号［幅員2.0m（4.0m）延長約32.0m］

敷地面積の最低限度
壁 面 の 位 置 の 制 限

100㎡
建築物の壁面又はこれに代わる柱の面から、道路境界線（都市計画道路との境界線を除く）までの距離は0.5mとする

東京都市計画防災街区整備事業　目黒本町五丁目24番地区防災街区整備事業

整備中の
都市計画道路

老朽木造建築物が多い
安全な避難路の確保が
できない

狭隘道路（幅員約1.8m）

道路整備による
狭小残地（約30㎡未満）

2.0
m

2.0
m

都市
計画
道路

補助
４６
号線

20.0m

区画道路B
私道（2項道路）の拡幅整備

建築敷地
約497㎡

区画道路A
区道（2項道路）の拡幅整備

従前の土地・建物の資産額



施設計画の概要4 事業計画・権利変換計画の概要5

建物名称 ミオカステーロ目黒本町 建物高さ 14.95m
住居表示 東京都目黒区目黒本町五丁目24番2号 敷地面積 497.06㎡
地域地区 近隣商業地域、防火地域、新防火地域 建築面積 380.15㎡

第20m 3種高度地区 延床面積 1,489.00㎡
最低限度高度地区(7m) 用途 共同住宅、店舗
90%(角地緩和) 構造・規模 鉄筋コンクリート造・地上５階

法定容積率 300% 総戸数 住戸20戸、店舗１区画
計画容積率 266% 駐輪台数 自転車20台、ミニバイク2台

項目 金額 構成比 項目 金額 構成比

収入

補助金 214 百万円 26.2%

支出

調査設計計画費 102 百万円 12.5%
保留床処分金 596 百万円 72.9% 土地整備費 25 百万円 3.1%
(うち増床負担金) 137 百万円 補償費 14７ 百万円 18.0%
その他 7 百万円 0.9% 工事費 452 百万円 55.3%

その他 91 百万円 11.1%

合計 817 百万円 100.0% 合計 817 百万円 100.0%

権利変換方式　　全員同意型（法第○
○

257条）　
土地の所有形態　区分所有者による一筆共有

7Ａ＋2B＋Ｘ

7Ａ＋2B＋Ｘ

３Ａ ２Ｂ

２Ｂ Ｂ
３Ａ ６Ａ

１Ａ （一筆共有）

補助46号線

【従前】 【従後】

権利床：10 （住戸戸 9、店舗 1） 
保留床：11戸

Ａ：土地所有者　　Ｂ：借地権者　　X：参加組合員

土地所有者 借地権者 合計
権利者数 10（ （ （15）名 3 4）名 13 19）名
権利変換 7（11）名 2（3）名 9（14）名
転出 3（4）名 1（1）名 4（5）名

（ ）は共有者を含む人数

街路事業に伴う残地部分

■施設概要 ■資金計画

■権利変換計画

■本事業における権利移動の特徴

本事業では、補助46号線にかか
る権利者が住み続けられるよう、
残地部分を権利変換した上で、街
路補償金を増床資金に充当する
仕組みを設けました。

○

東側全景

植栽帯

エントランス住戸内部

地区北側私道地区西側区道

平成28年1月 平成28年4月 平成28年6月 平成28年7月

管理員室

住戸店舗 住戸住戸

エントランス
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置場

都市計画道路
補助第４６号線

区画街路Ｂ

区画街路Ａ
立
会
川
緑
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住戸 住戸 住戸 住戸住戸

転出 権利変換

用地・建物補償費
（街路事業）

建物

共同住宅

増床資金に充当

共同化敷地 補助46号線

土地
C A B D

A・B →共同住宅へ権利変換

C→地区外へ転出

D→共同住宅へ権利変換
　＋街路補償金で増し床

○配置図

○基準階平面図

○立面図
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